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　本研究の目的は、専門性の習得時期について、保育士養成に関わるステークホルダー間
の認識ギャップの所在を明らかにすることである。分析の結果、「説得力」「交渉力」を除
く３８項目について、施設は養成機関と比べ、養成課程よりも入職後あるいは、養成課程入
学前に習得できると考えているか、その両方であると考えていることが明らかになった。
また、施設が養成機関と比べ、養成課程よりも入学前に習得できると考える能力が、態度
１６項目中１３項目あるなど、施設側が養成課程教育に対して能力習得効果を期待していない
可能性が示唆された。
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はじめに

　近年、わが国の専門職養成においては、その専門的業務の遂行に必要な能力、すな
わち「知識」「技術」「態度」から構成される「専門職コンピテンシー」の育成が重要
な課題となってきている。専門職コンピテンシーとは、専門職としての適正な資質や
能力を指し、専門的業務の遂行に必要な技術、知識、態度から成ると措定される（橋
本編２０１２，２０１６，２０１９）。さらに、専門職コンピテンシーは高等教育機関に限らず生
涯にわたる長期のプロセスを通じて養成されるという考え方が一般的になり、専門職
の生涯を通じた専門性構築システムの必要性が指摘されている。
　しかし、専門職コンピテンシーの育成は、養成機関、専門職団体、現場施設など多
様なステークホルダーが関与するため、各ステークホルダーの意図や利害が絡み合
い、その内実や育成方法の認識をめぐっては大きな齟齬が存在すると考えられる。中
でも保育士は、専門学校・短大・大学と多様な養成ルートが存在し、その養成体制の
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整備が喫緊の課題となっている。そこで、保育士養成にかかわるステークホルダーで
ある養成機関、全国の保育所、ならびに全国・地方レベルの保育士の専門職団体の三
者の責任者を対象とした全国的な質問紙調査を行った。本研究では、その調査結果を
用い、保育士養成に関わるステークホルダー間の認識ギャップの所在を明らかにする
ことを目的とする。

Ⅰ．先行研究の検討と本研究の分析課題

　保育士の専門職コンピテンシーに関する研究はこれまで、保育士の「専門性」研究
として蓄積されてきたが、９０年代以降の研究は、保育学を含む教育学全体への反省的
実践家モデルの導入を背景として、専門家性に関する研究が増加傾向にあった。例え
ば、砂上ほか（２０１５）は保育者の実践に対する語りを分析し、保育行為における実践
知を明らかにしようとした。また、草信・諏訪（２００９）は保育実践の参与観察の結果
を身体知の視点から考察し、参与観察の手法を用いた保木井・智谷・中坪（２０１４）は、
実践と同時に行われる保育者の省察を「ながら行為」としての専門性と位置付けられ
た。
　このように保育者の専門性については、入職後の実践や省察を対象とした研究が中
心であり、養成に関わるステークホルダーの認識に着目した研究はほとんど行われて
いなかった。数少ないステークホルダーの認識に着目した研究として全国保育士養成
協議会の調査研究がある（全国保育士養成協議会２０１３、２０１４（以下、協議会調査と表
記する））。この調査では、保育士の専門性を態度、知識、技能の３つの要因とその基
盤となる保育者基礎力から構成されるものとして捉え、それぞれの重要性や獲得時期
に対する保育士・幼稚園教諭と養成校教員との意識を分析した。その結果、養成校教
員は、保育士・幼稚園教諭に比べ「保育者基礎力」「態度・知識・技能」のいずれに
おいても早い段階での獲得が望ましいと考えており、保育現場と養成校における意識
のズレが示唆された。
　生涯にわたる長期のプロセスを通じた専門職養成のあり方を考えるうえでは、ス
テークホルダー間の役割分担のあり方を問うことが不可欠であり、ステークホルダー
の認識の中でも、専門性の獲得時期に対する認識に着目することが重要と考える。協
議会調査では、専門性の習得時期に関する養成校教員と保育士の回答に有意な差があ
ることは示されているが、その他の要因を統制していないという課題が残されてい
る。また、調査票の設計自体にも検討の余地がある。例えば、専門性の獲得時期とし
て「入学前」の選択肢がなく、専門性の獲得は養成課程入学以降に生じることを前提
としている。また、獲得すべき知識・技能・態度を保育士の専門性に関する先行研究
や保育士養成カリキュラムの教育内容をもとに作成しており、「使命感を持って子ど
もと接することができる」１）のように具体的な質問項目となっている。これは、保
育士特有のコンピテンシーを対象としている点では評価できるが、態度や知識・技能
が使用される場面や状況を想定しやすくなるため、獲得時期を入職後と回答しやすく
なるなど、回答に偏りが生じる可能性が考えられる。
　そこで、本研究では、発揮される状況を特定しない、一般的なコンピテンシーを質
問項目とし、獲得時期に入職前を加えた質問紙調査を実施し、そのデータを用いて、
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養成機関と施設（保育所）がそれぞれ、専門職コンピテンシー（以下、能力）を最も
よく身につけられると考える時期（以下、習得時期）に対する認識を明らかにし、両
者の認識の共通点と相違点を明らかにする。また、ステークホルダーの違いが能力の
習得時期の認識に違いをもたらしているかどうかを明らかにすることを分析課題とす
る。
　Sakata et al.（２０１６）は、本研究と同じデータを用い、看護師・管理栄養士・社会
福祉士・臨床心理士・薬剤師・保育士の６つの専門職の、養成機関と施設の回答者に
よる能力の習得時期に関する認識の違いを分析し、概して、養成機関の回答者は養成
課程で能力を習得できると考えているのに対し、施設の回答者は入職後に能力を習得
できると考えていることを明らかにした。また、社会福祉士と保育士の施設の回答者
は、他の専門職の施設の回答者と比べ、入職後に能力を最もよく習得できると回答す
る傾向が強いことを示した。しかし、この分析は、施設の回答者と養成機関の回答者
の間に有意差があるかどうか、検定していない。また、回答者の属性を統制していな
いため、差が施設と養成機関というステークホルダーの違いによるものであると主張
できない。そこで、本研究では、保育士に分析対象を絞り、多変量解析により回答者
の属性を統制した上で、ステークホルダーの違いが能力の習得時期の認識に違いをも
たらしているかどうか、明らかにする。

Ⅱ．データと分析方法

１．用いるデータ
　本研究で用いるのは、６つの専門職（看護師、管理栄養士、社会福祉士、臨床心理
士、薬剤師、保育士）を養成する高等教育機関の教育課程・プログラム責任者に対し
て実施した質問紙調査（以下、第一回調査）と、前述の６職が働く現場施設ならびに
専門職団体の管理者に対して実施した質問紙調査（以下、第二回調査）のうち、保育
士関係者の回答データである２）。いずれの調査も、郵送法・自記式で、東京大学倫理
審査専門委員会の承認を受けて実施された。第一回調査は、各専門職を養成する高等
教育機関からランダムに抽出した２４６９名（うち保育士関係者は６００名）を対象として
２０１４年４月に実施し、回収率は２６．７％、有効回答率は２４．３％（保育士は２９．５％）であっ
た。第二回調査は、全国の現場施設ならびに専門職団体の責任者、合計３３５４名（うち
保育士関係者は５４８名）を対象とし、２０１４年１１月に実施し、回収率は３４．０％、有効回
答率は３３．９％（保育士は３４．９％）であった。第一回調査と第二回調査の質問内容は、
回答者自身や所属機関の属性を質問した項目以外は共通であり、回答者は４０の能力項
目について重要度と習得時期を選択肢から選び回答した。４０の能力項目は、米国労働
省が提供する職業情報サイト（O-NET: The Occupational Information Network）が
数千種類の職業を対象に情報収集のために用いている質問紙の設問項目のうち、米国
の医療・保健・福祉領域の専門職において共通して「重要である」との回答が多い項
目を選び、設定した３）。O-NETにおけるKnowledgeに対する項目を「知識」として、
Skillに対する項目を「技術」として、Work Styleに対する項目を「態度」として抽
出した結果、４０項目の内訳は知識７項目、技術１７項目、態度１６項目となった４）。
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表１：　独立変数と統制変数の分布
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た。「必要なし」の回答は少ないため注 56）分析から除外し、「当該養成課程入学以前」

を「入学前」、当該養成課程の 4 選択肢を「養成課程」、入職後の 4 選択肢を「入職後」

として 3 つの時期に分け、この 3 つの時期を従属変数とする多項ロジスティック回帰

分析を行う。ただし、「入学前」の度数が非常に少ない能力については、「入学前」を

除外し、「養成課程」と「入職後」で二項ロジスティック回帰分析を行う。  
 独立変数は保育士に関係するステークホルダーとする。本研究で設定したステーク

ホルダーは「養成機関」（保育士を養成する短大や大学など）・「施設」（保育士が働く

保育所）・「専門職団体」の 3 つである。分析では、「養成機関」を基準カテゴリとし、

「施設ダミー」と「専門職団体ダミー」をダミー変数として投入する。ただし、専門

職団体のサンプルサイズは 18 と小さいため、分析には投入するが、専門職団体ダミ

ーの有意性の検定は行わない。  
 統制変数には、「回答者の年齢」と「所属機関の所在地」を用いる 6 注 7）。「回答者の

年齢」は、分析においては、「40 歳未満」を基準カテゴリとし、「40 代ダミー」「50 代

ダミー」「60 歳以上ダミー」を投入する。また、「所属機関の所在地」は、「その他」7

注 8）を基準カテゴリとし、「首都圏ダミー」「京阪神ダミー」「政令指定都市ダミー」「中

核市・特例市ダミー」を投入する。独立変数と統制変数の分布は、表 1 に示した。な

お、分析には IBM SPSS Statistics Version20 を使用した。  
 

表 1: 独立変数と統制変数の分布    
人数  割合  

ステークホルダ

ー  
養成機関  177 48.1% 

 
施設  173 47.0%  
専門職団体  18 4.9% 

回答者の年齢  40 歳未満  46 12.6%  
40 代（40～49 歳）  81 22.1%  
50 代（50～59 歳）  143 39.1%  
60 歳以上  96 26.2% 

所属機関の  
所在地  

首都圏（東京 23 区を含む）  56 15.7% 

 
京阪神  45 12.6%  
政令指定都市  60 16.9%  
中核市・特例市（人口 20 万人以

上）  
57 16.0% 

 
その他  138 38.8% 

 
 
Ⅲ． 分析結果 

 
１．知識 

 表 2 は、知識の習得時期の多項ロジスティック回帰分析、二項ロジスティック回帰

40 代（40～49 歳）  
50 代（50～59 歳）

歳

歳  
60 歳以上  

２．変数と分析方法
　従属変数は、各能力の習得時期である。回答者は各能力を最もよく習得できると考
える時期を、「（能力習得の）必要なし」「当該養成課程入学以前」「当該養成課程　講
義」「当該養成課程　演習」「当該養成課程　実習」「当該養成課程　その他活動」「入
職後　新人研修」「入職後　１～３年」「入職後　３～１０年」「入職後　１０年以降」か
ら１つ選択した。「必要なし」の回答は少ないため５）分析から除外し、「当該養成課
程入学以前」を「入学前」、当該養成課程の４選択肢を「養成課程」、入職後の４選択
肢を「入職後」として３つの時期に分け、この３つの時期を従属変数とする多項ロジ
スティック回帰分析を行う。ただし、「入学前」の度数が非常に少ない能力について
は、「入学前」を除外し、「養成課程」と「入職後」で二項ロジスティック回帰分析を
行う。
　独立変数は保育士に関係するステークホルダーとする。本研究で設定したステーク
ホルダーは「養成機関」（保育士を養成する短大や大学など）・「施設」（保育士が働く
保育所）・「専門職団体」の３つである。分析では、「養成機関」を基準カテゴリとし、

「施設ダミー」と「専門職団体ダミー」をダミー変数として投入する。ただし、専門
職団体のサンプルサイズは１８と小さいため、分析には投入するが、専門職団体ダミー
の有意性の検定は行わない。
　統制変数には、「回答者の年齢」と「所属機関の所在地」を用いる６）。「回答者の年
齢」は、分析においては、「４０歳未満」を基準カテゴリとし、「４０歳代ダミー」「５０歳
代ダミー」「６０歳以上ダミー」を投入する。また、「所属機関の所在地」は、「その他」７）

を基準カテゴリとし、「首都圏ダミー」「京阪神ダミー」「政令指定都市ダミー」「中核
市・特例市ダミー」を投入する。独立変数と統制変数の分布は、表１に示した。なお、
分析にはIBM SPSS Statistics Version２０を使用した。
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表２：　知識の習得時期の多項・二項ロジスティック回帰分析（回帰係数）
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分析の結果である。知識 7 項目のうち、「国語（日本語）」は多項ロジスティック回帰
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のほうが、養成課程よりも入職後に能力を身につけることができると回答する頻度が

高い。ステークホルダー以外の変数は、「国語（日本語）」において 40 歳代の回答者が

入学後と回答する頻度が高く、「教育・訓練」においては 60 歳代以上の回答者が入学

後と回答する頻度が低い傾向がみられる。しかし、一貫した影響力を持つ変数はない。  
 

表２ : 知識の習得時期の多項・二項ロジスティック回帰分析（回帰係数）  

 

Ⅲ．分析結果

１．知識
　表２は、知識の習得時期の多項ロジスティック回帰分析、二項ロジスティック回帰
分析の結果である。知識７項目のうち、「国語（日本語）」は多項ロジスティック回帰
分析を行った。それ以外の６項目は、「入学前」の度数が非常に少なかったため８）、「入
学前」を除外し、「養成課程」と「入職後」で二項ロジスティック回帰分析を行った。

「社会学・人類学」は、二項ロジスティック回帰分析を行った際、専門職団体の回答
に完全判別が起こったため、この項目のみ専門職団体を除外して分析した。
　結果を見ると、知識７項目すべてについて、養成機関の回答者よりも施設の回答者
のほうが、養成課程よりも入職後に能力を身につけることができると回答する頻度が
高い。ステークホルダー以外の変数は、「国語（日本語）」において４０歳代の回答者が
入学後と回答する頻度が高く、「教育・訓練」においては６０歳以上の回答者が入学後
と回答する頻度が低い傾向がみられる。しかし、一貫した影響力を持つ変数はない。
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２．技術
　表３は、技術の習得時期の多項ロジスティック回帰分析、二項ロジスティック回帰
分析の結果である。技術１７項目のうち「観察力」と「指導力」は、「入学前」の度数
が非常に少なかったため９）、「入学前」を除外し、「養成課程」と「入職後」で二項ロ
ジスティック回帰分析を行った。
　施設の回答者が養成機関の回答者と比べて、養成課程よりも入学前と回答する頻度
が高く、かつ、養成課程よりも入職後に身につけられると回答する頻度が高い能力は、

「読解力」「クリティカル・シンキング」「奉仕の志向性」「判断力」「問題解決力」「能
動的な学習力」の６項目である。施設の回答者が養成機関の回答者と比べて、養成課
程よりも入職後に身につけられると回答する頻度が高い能力は、「傾聴」「会話力」「洞
察力」「文章力」「調整力」「時間管理力」「学習方略」「観察力」「指導力」の９項目で
ある。
　施設と養成機関の回答者の間に有意な差が見られなかったのは、「説得力」「交渉力」
の２項目である。ステークホルダー以外の変数を見ると、「傾聴」「文章力」「能動的
な学習力」「時間管理力」「説得力」において有意な変数が見られる。しかし、一貫し
た影響力を持つ変数はない。

３．態度
　表４は、態度の習得時期の多項ロジスティック回帰分析の結果である。養成機関の
回答者より施設の回答者のほうが、習得時期を養成課程より入学前と回答する頻度が
高く、かつ、養成課程より入職後と回答する頻度が高い能力は、１６項目のうち、「信
用」「自制心」「ストレス耐性」「協調性」「注意深さ」「適応力・柔軟性」「自発性」「自
立心」「粘り強さ」「分析的思考」「向上心」「リーダーシップ」の１２項目である。養成
機関の回答者より施設の回答者のほうが、習得時期を養成課程より入学前と回答する
頻度が高い能力は、「倫理観」である。
　養成機関の回答者より施設の回答者のほうが、習得時期を養成課程より入職後と回
答する頻度が高い能力は、「他の人々への関心」「社交性」「革新性」の３項目である。
養成機関の回答者と施設の回答者との間に有意差が見られない能力はなかった。ス
テークホルダー以外の変数を見ると、「他の人々への関心」「自制心」「注意深さ」「粘
り強さ」において有意な変数が見られる。しかし、一貫した影響力を持つ変数はない。
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表３：　技術の習得時期の多項・二項ロジスティック回帰分析（回帰係数）
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表 3: 技術の習得時期の多項・二項ロジスティック回帰分析（回帰係数）  
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表４：　態度の習得時期の多項ロジスティック回帰分析（回帰係数）
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表 4: 態度の習得時期の多項ロジスティック回帰分析（回帰係数）  

 

― 67 ―

保育士の専門職コンピテンシー（石井・小原・橋本）



 

10 
 

 

― 68 ―

東北文教大学・東北文教大学短期大学部紀要　第１０号



表５：　養成機関と施設の認識差のまとめ
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表 5: 養成機関と施設の認識差のまとめ   

知識  技術  態度  
施設の回答者が養成機関の回答者
と比べて、  
養成課程よりも入入職職後後に習得でき
ると回答する頻度が高い  

国語（日本語）  傾聴  他の人々へ
の関心  

心理学  会話力  社交性  
顧客・対人サービ
ス  

洞察力  革新性  

セラピー・カウン
セリング  

文章力  
 

教育・訓練  調整力  
 

医学・歯学  時間管理力  
 

社会学・人類学  学習方略  
 

 
観察力  

 
 

指導力  
 

施設の回答者が養成機関の回答者
と比べて、  
養成課程よりも入入学学前前に習得でき
ると回答する頻度が高く、  
かつ、  
養成課程よりも入入職職後後に習得でき
ると回答する頻度が高い  

 
読解力  信用   
クリティカル・シ
ンキング  

自制心  
 

奉仕の志向性  ストレス耐
性   

判断力  協調性   
問題解決力  注意深さ   
能動的な学習力  適応力・柔

軟性    
自発性    
自立心    
粘り強さ    
分析的思考    
向上心    
リーダーシ
ップ  

施設の回答者が養成機関の回答者
と比べて、  
養成課程よりも入入学学前前に習得でき
ると回答する頻度が高い  

  
倫理観  

施設の回答者と養成機関の回答者
の間に有有意意差差ななしし  

 
説得力  

 
 

交渉力  
 

 

結論 

 
 得られた知見を整理し、考察を行う。表 5 は、養成機関と施設の能力の習得時期に

関する認識差をまとめたものである。協議会調査では、認識ギャップが見られた項目

もあったと同時に、「～ができる」という文言で示された技能に関する項目においては、

養成校教員も入職後に習得すると考える傾向が強く、いくつかの項目では現場との認

識ギャップが見られなかった。しかし、一般的なコンピテンシー項目を用いた本調査

では、ほぼ全ての項目に認識ギャップが見られる結果となった。  
 「説得力」「交渉力」（いずれも技術）を除く 38 項目について、施設は養成機関と比

べて、能力を養成課程よりも入職後に身につけられると考えているか、養成課程より

も入学前に身につけられると考えているか、その両方であると考えていた。つまり、

施設は養成機関が考えているほど、能力を養成課程において習得できるとは考えてい

結論

　得られた知見を整理し、考察を行う。表５は、養成機関と施設の能力の習得時期に
関する認識差をまとめたものである。協議会調査では、認識ギャップが見られた項目
もあったと同時に、「～ができる」という文言で示された技能に関する項目において
は、養成校教員も入職後に習得すると考える傾向が強く、いくつかの項目では現場と
の認識ギャップが見られなかった。しかし、一般的なコンピテンシー項目を用いた本
調査では、ほぼ全ての項目に認識ギャップが見られる結果となった。
　「説得力」「交渉力」（いずれも技術）を除く３８項目について、施設は養成機関と比
べて、能力を養成課程よりも入職後に身につけられると考えているか、養成課程より
も入学前に身につけられると考えているか、その両方であると考えていた。つまり、
施設は養成機関が考えているほど、能力を養成課程において習得できるとは考えてい
ない。年齢や所在地の影響は部分的であり、全体としては養成機関か施設かという違
いが一貫した説明要因になっていた。このようなステークホルダー間の認識ギャップ
が生じる背景を明らかにすることは、本研究の課題の範囲を超えているが、仮説とし
ては、養成機関側が養成課程教育を過度に信頼しているということと、施設側が養成
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課程教育に対して能力習得効果を期待していない、あるいは、軽視しているというこ
とが考えられる。また、施設が養成機関と比べて、養成課程よりも入学前に身につけ
られると回答する頻度が高い能力は、技術１７項目中に６項目（読解力、クリティカル・
シンキング、奉仕の志向性、判断力、問題解決力、能動的な学習力）、態度１６項目中
に１３項目（信用、自制心、ストレス耐性、協調性、注意深さ、適応力・柔軟性、自発
性、自立心、粘り強さ、分析的思考、向上心、リーダーシップ、倫理観）あった。こ
こから、施設は、養成教育に期待していないだけでなく、研修や保育経験を通じて技
術や態度を身につけられるとも考えておらず、対人専門職に適合的な特質を元より有
した人物に保育職に就いてもらいたいと考えているという解釈も可能であろう。
　保育士の生涯にわたる専門性構築プロセスの設計に向けては、このような認識
ギャップを埋め、養成教育の役割を明確化する議論が不可欠である。そのためには、
ステークホルダー間の認識ギャップの背景や要因を明らかにすることが必要であり、
今後の課題としたい。

注

１）態度に関する質問項目（保育士養成協議会２０１３，３４５p）。
２）「専門職養成カリキュラムをめぐるステークホルダーの合意形成に関する実証的

研究」（研究代表：橋本鉱市、科学研究費補助金基盤研究（Ｂ）平成２４～２７年度、
課題番号：２４３３０２１６）において作成された。

３）O-NET（The Occupational Information Network）とは、米国労働省が運営する
職業情報の総合的なデータベースであり、約１０００種に分類された職業に関し、具
体的な作業内容や必要とされる教育や能力等が公開されている。個人が自身の適
職を探すツールとして利用することができるだけでなく、職業横断的なデータ
ベースとしても利用可能であり、人材育成関連企業や研究者にも活用されてい
る。詳しくはhttp://www.onetonline.org/を参照のこと。

４）O-NETにおけるKnowledge, Skill, Work Styleの位置付けは次の通りである。
Knowledge：仕事上の問題や課題に対処するために必要な、事実ないし原理のま
とまり。Skill：課題を上手くこなす能力。通常は訓練や経験を通じて時間をかけ
て育まれる。Work Style：仕事を上手くこなせるかどうかに関係する、個人的
な特質。

５）最も多い項目の「社会学・人類学」で２３人。
６）回答者の学歴による差が見られることも予想されるが、本データでは回答者の学

歴を養成機関の回答者に尋ねていないため、分析に組み込まない。
７）「その他」は、「首都圏」「京阪神」「政令指定都市」「中核市・特例市（人口２０万

人以上）」以外の所在地であり、大都市圏や都市部ではない、人口の少ない地域
のカテゴリといえる。

８）「入学前」の度数は次の通りである。「心理学」：ｎ＝１０、「顧客・対人サービス」：
ｎ＝７、「セラピー・カウンセリング」：ｎ＝２、「教育・訓練」：ｎ＝１１、「医学・
歯学」：ｎ＝６、「社会学・人類学」：ｎ＝１９

９）「入学前」の度数は次の通りである。「観察力」：ｎ＝１０、「指導力」：ｎ＝６。
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